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１．はじめに 
  本報告は、平成 10 年度から開始した 5年計画の国土交通省特別研究「荒天下における航

行不能船舶の漂流防止等に関する研究」の成果にもとづいたものである。研究の目的は、

荒天下において機関故障等により航行不能に陥った船舶（損傷、折損・分離、転覆により

異常形状となった船舶またはその一部）の漂流経路を予測し、安全な場所に曳航する技術

を確立することによって、大きな二次的災害を引き起こす危険性を未然に防止することで

ある。このために、パソコン上で航行不能船舶の漂流運動、曳航索張力、曳航操船法及び

曳船の曳航馬力を推定できる最適曳航支援システムを開発し、最適な曳航支援ができる情

報を海難救助諸機関に対して提供すること、波浪の影響を考慮した漂流経路予測計算プロ

グラムを海上保安庁海洋情報部（旧水路部）に提供することを目標とした。 

最適曳航支援システムについては、種々の要素技術に関する計算プログラムを開発し、

それらをリンクしてシステムに組み込んだ。さらに、船体運動計算結果を 3 次元アニメー

ション表示して、3D-Web を可能にした。 

また、漂流経路予測法の開発については、航行不能になった大型船を研究の主たる対象

としているが、海難事故による漂流物には大型船舶以外にも、小型船舶、救命艇、救命筏、

人体、流出油等があり、これらも海流と潮流、風、波の影響を受けて漂流する。海洋情報

部では、これらの小さな漂流物も対象とした漂流予測を行っている。現在、海洋情報部で

開発・運用されている漂流経路予測システムでは、海流・潮流と風による漂流速度成分は

考慮されているが、波による漂流速度は厳密には考慮されていない１）。そこで、本研究の

成果を漂流経路予測システムの予測精度向上に役立てるため、波による漂流速度成分の漂

流経路予測システムへ追加した。 
  本報告では、最適曳航支援システムの概要について詳述するとともに、漂流経路の予測

法について述べる。 

 

２．曳航技術の開発 

２．１ 最適曳航支援システムの概要 

最適曳航支援システム（Optimum Towing Support System: OTSS）は、与えられた海象条

件において、遭難船舶の漂流運動、曳航時の索張力、ふれまわり幅、曳船と被曳船の軌跡

を推定するパソコンで起動できる計算プログラムである。本システムは、曳船が最適な曳

航を実現するための情報を提供するものである。 

パソコンシステムの使用環境は、DOS/V 互換機を想定し、OS はマイクロソフト社の

Windows とする。パソコンの仕様として、ディスプレー は 1024×768（14 インチ以上）、

メモリーは 64Mb 以上、CPU は 400MHz 以上、HD は 1 回の 3600 秒の曳航計算で 3.5Mb のデー

タが保存されるので、余裕をみて容量を大きくとるほうがよい。基本的に、プログラム 
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図１ 最適曳航支援システムの流れ 
 

はヴィジュアルベイシック、FORTRAN 及び C++で書かれており、対話形式で内部の計算に必

要とされるデータを入力することにより、情報が入手できるシステムとなっている。 

   本システムの特徴のひとつは、波浪中での船体運動のシミュレーション結果をアニメー

ションで表示していることである。これは、ViewPoint 社のメタストリームと呼ばれる手

法により、数 100Kbyte の非常に少ないデータ容量で 3D-Web のアニメーションで船体運動

を表現している２）。3D-Web をエンジニアリング分野に活用できたことで画期的であるとい

える。船体の表現は、上部構造物の艤装品まで忠実に描かれており美しい。 

表 1 母型船の主要寸法 

船種 タンカーⅠタンカーⅡコンテナ船 バージ ＰＣＣ 貨物船 漁船
D/w型式 258,000 150,000 23,700 12，500 18,000 499GT
Lpp       (m) 320.00 265.00 200.00 70.00 180.00 156.00 53.00
B(mld)   (m) 58.00 48.30 32.00 20.00 32.00 26.60 9.40
D(mld)   (m) 28.80 22.40 16.50 4.00 14.00 14.10 3.95
d (mld)   (m) 18.50 15.20 10.50 3.80 8.50 9.00 3.60
Cｂ 0.83 0.83 0.56 0.92 0.55 0.70 0.66
lcb        (%) -3.70 -3.30 2.40 -0.90 2.38 -0.54 1.15

ｼﾝｸﾞﾙﾊﾙ ﾀﾞﾌﾞﾙﾊﾙ
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２．２ 最適曳航支援システムの主な機能 

 パソコンシステムが有する機能の概略を以下に述べる 3),4),5)。また、システムの流れを、

図 1に示す。 

（１）相似処理機能 

対象とする被曳船(遭難船)に近い船型を予めデータベースに登録された母型船から選択

する。その種類と主要寸法を表 1に示す。この積載状態（満載、軽荷）、主要目（長さ、幅、

型深さ、喫水）の入力により、船内区画、載貨重量などが母型船と相似な被曳船の諸デー

タを計算できる。 

（２）重量重心計算機能（浸水計算の追加機能） 

折損時も含め船体の重心計算を行い、この値を使用し、姿勢計算および浸水計算を行う。 

（３）波漂流力計算用メッシュ作成機能 

船体の全表面のメッシュ作成を行い、水面下の船体メッシュを出力する。このメッシュ

は、3次元パネル法による流体力計算に使用する。 

（４）船体最終姿勢予測計算機能（浸水シミュレーション計算機能） 

母型船の種類および積載状態（満載、軽荷）、船体主要目の入力し、浸水計算入力画面で

必要なデータを入力することにより浸水計算を行い、遭難船の最終船体姿勢を推定する。 

（５）転覆・折損時を含む復原性計算機能 

   転覆・折損時を含む船体の浸水計算を実施し、GZ 曲線、最終釣り合い位置（喫水、ト

リム、ヒール）を算出する。折損時には、折損位置を考慮して折損タンクを自動的に検出

して計算する。 

（６）縦強度計算機能 

船舶の船体を一本の梁と仮定し、梁にかかる荷重と浮力を積分して、船体長さ方向の各

位置における、剪断力を計算し、これを積分して、曲げモーメントを計算する。 

（７）流体力、運動計算機能 

 流体力（付加質量力、造波減衰力、波強制力）を計算し、さらに船体運動、波漂流力を

求める。次に波向きを入力して船体運動アニメーションを見ることができる。 

（８）定常漂流運動計算機能 

  曳航時の流体抵抗、風圧抵抗、波漂流力、流れによる抵抗の計算結果を利用して、定常

釣合方程式の解を求める。計算では、漂流船体の船首の向き、漂流速度、漂流方向を求め

ることができる。解が一意的に決まらず複数解となることが有り得る 6）。 

（９）操船シミュレーション計算機能 

  曳船―被曳船の曳航系でつくる操船シミュレーション計算を行う。曳船の操縦微係数は、

巡視船模型等を用いた実験データ、数式表現された実験式、当所が開発した流体力データ

ベースにより自動的に求められ、操縦方程式の解を求める。これより被曳船のふれまわり

運動などの挙動、曳航索張力を計算し、曳船と被曳船の水平面の軌跡を時系列で表わす。 

 

２．３ 曳航操船の計算例の紹介 

  この研究を始める直接の動機となったのは、1997 年 1 月に発生したナホトカ号の重油流

出事故であった。タンカーの船首部約 1/3 が転覆して漂流し、福井県三国町の海岸に漂着

した。最適曳航支援システムにおいて、この折損・転覆した船体状態を模擬して、操船シ

ミュレーション計算結果を試みた結果を図 2 および図 3 に示す 7）。設定した海象条件は、

波高 3m、波周期 9秒、風速 15m で、同一方向から波と風が入射し、曳航速度は１kt と 2kt 



図 2 ナホトカ号の曳航時の索張力とふれまわり幅の最大値 
（風速 15m/s 風向 0deg 波高 3m 波向 0deg 波周期 9s 流速 0m/s 流向 0deg 曳航速度 1kt） 

 

図３ ナホトカ号の曳航時のふれまわり運動 
（風速 15m/s 風向 0deg 波高 3m 波向 0deg 波周期 9s 流速 0m/s 流向 0deg 曳航速度 2kt） 
 

の場合を示した。図 2 は、図の左が曳航方向によって最大索張力が変化する様子を示し、

この曳航方向の範囲は、操作者が最初に自由に設定できる。右の図は、曳航方向によるふ

れまわり幅を示す。このように、システムはナホトカ号の曳航方向を決める際の判断情報

を提供することができる。また、図 3は曳船とナホトカ号の平面上の 3600 秒間の軌跡を表

わしている。折損・転覆したナホトカ号は、大きく曳航中にふれまわることがわかる。 

 

２．４ 最適曳航支援システムの活用 

  最適曳航支援システムは、海難事故に遭遇した折損、転覆を含む千差万別の状態の船舶

を対象として開発を進めてきた。しかしながら、荒天下において、このような遭難船舶を

操船するシミュレーション計算には、種々の計算上の制約がある。これをシステムの適用

限界として、曳航速度範囲、船体姿勢の影響、船体形状の影響、舵性能の推定精度、曳航

点の選択の制限などが挙げられる。 

  通常の使用方法として、遭難船舶の主要寸法から相似船型を生成する。船舶の詳細なデ

ータが存在する場合、対話型の本プログラムではなく別途開発した詳細計算プログラムを

使用する必要がある。これを利用してオフセット、船内区画等を任意に設定することが可
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能である。 

ここで紹介したシステムに船舶のデータを予め登録することにより、船舶が遭難して救

助支援が必要な場合に当該船舶の的確な情報を海難救助機関が保持しているとすれば迅速

な対応がとれる。すなわち、大規模な海難事故を未然に防ぐことができる可能性がある。

これは、船舶が救助を必要とする時に、船舶情報を的確に伝達する手段が確保されている

船舶は救助率が高いことになる。諸外国の海難救助機関が IMO 等の国際的機関の合意のも

とに本システムを採用すれば、より有用なシステムとなるであろう。 

 

３．漂流経路予測法の開発 

３．１ 波による浮体の漂流速度 

 波による浮体の漂流速度は、波漂流力が作用する短波長域では波漂流力と流体抗力との

釣り合いから、また波漂流力がほとんど生じない長波長域では波により誘起される自由表

面近傍の流速によって決まる 8),9)。 

 

３．１．１ 短波長域での漂流速度 

 波漂流力とは浮体が波を反射することによって生じる力である。浮体の寸法より相対的

に波長が短い場合には、浮体による波の反射が顕著であり、大きな波漂流力が働く。波漂

流力は波高HWの自乗に比例し、 

FW =
1
8

ρgDCW HW
2
                      (1) 

と表される。ここでは ρは水の密度、 gは重力加速度、 は浮体の代表寸法、D CWは浮体の

動特性と波長により定まる無次元化波漂流力である。CWは浮体形状や重心位置等が分かれ

ば理論計算や数値計算で求めることができる10),11),12),13)。 

 一方、流体抗力は漂流速度Vの自乗に比例する力で、 

FD =
1
2

ρBCDV 2                         (2) 

と表される。ここでBは浮体の水面下の投影面積、CDは抗力係数である。CDの値は浮体の

水面下の形状により異なり、精密には水槽試験を行って計測する必要があるが、予め種々

の形状についての計測結果にもとづいて構築された抗力係数データベースから推定するこ

とも可能である14)。 

  (1),(2)式の釣り合いから短波長域での波による漂流速度と波高の関係を求めると、 

V
Dg

=
1
2

CW λ2

CDB
HW

λ
= aδ                     (3) 

となり、漂流速度は波高に比例することが分かる。ここでδは波傾斜HW /λである。本報で

は，a = CW λ2 /CDB /2を一次の波漂流速度係数と定義する。図4にルイスフォーム断面を有

する2次元浮体の、また図5に球形ブイの波漂流速度係数の推定値を実験計測値と比較して

示す。球形ブイでは長波長側での一致度は悪いが、短波長域では実験結果と良く一致して

いる。 

｝ 

__J-_f 
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図 4 一次の波漂流力係数      図 5 一次の漂流速度係数 

   （ルイスフォーム 2次元浮体：幅 D）     （球形漂流ブイ：直径 D） 

 

３．１．２ 長波長域での漂流速度 

長波長域では波は浮体により散乱・反射されずほぼ全透過するので、浮体に波漂流力は殆

ど働かない。よって波漂流は波による質量輸送に起因するものと考えられる。Stokes 波に

よる質量輸送速度Uは波傾斜をδ = HW /λとして 

U = cπ 2δ2e2kz,     c 2 =
g
k

1+ π 2δ 2 +
1
2

π 4δ 4 
 
 

 
 
         (4) 

で与えられる1)。ここで k ≡ 2π /λは波数、 はStokes波の位相速度で、この高次項を省略し
てUをフルード数で表すと 

c

U
Dg

=
π 2δ2e2kz

kD
                             (5) 

となる。Uは深さ方向に で急激に減少するため、自由表面近傍に限定された流れである。
浮体の漂流速度Vは波による質量輸送速度

e2kz

Uを浮体の水面下の投影面で積分して求めた平
均速度で近似できると仮定すると、 

V
Dg

=
π 2δ 2

B kD
e2kz

B∫ dB = bδ 2                  (6) 

で与えられる。本報では右辺のδ2にかかる係数b = π 2 /B kD e2kz
B∫ dBを二次の漂流速度係数

とよぶ。図6に球形ブイの二次の漂流速度係数の推定値を実験計測値と比較して示す。推定

値は実験結果を良く説明している。 

 

３．１．３ 全波長域での漂流速度 

 全波長域で成り立つ波による漂流速度の推定式は、短波長域と長波長域の漂流速度成分

を足し合わせて概ね次式で与えられると考える。 

V
Dg

= aδ + bδ 2                           (7) 

図７に本式による推定値を計測値と比較して示す。本図の縦軸は漂流速度、横軸は波傾斜

である。中間波長域での推定精度が良くない箇所もあるが、全体としては推定値の間に収
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まっており、波による漂流速度の推定式として利用可能であると考えられる。中間波長域

での精度が低い原因として、単に(3)式と(6)式の和で(7)式を与えていることが上げられる。

πD /λの関数としての重み関数を導入し、重み付きの和として実験値と一致するように調節
することは可能であるが、球形ブイの漂流実験結果に合うように調節しても一般性がある

とは限らないため、本報では(7)式を示すにとどめる。 
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図６ 二次の波漂流力係数        図７ 漂流速度の推定値 

     （球形漂流ブイ：直径Ｄ）        （球形漂流ブイ：直径Ｄ） 

 

３．１．４ 不規則波中での漂流速度 

本研究では不規則波中での漂流速度についても検討した。不規則波中での漂流速度の計

測結果を図 4 と図 5 に白抜き四角形で示す。不規則波中での漂流速度のプロットに際して

は、平均波高と目視波長を用いて波傾斜を計算した。この図から不規則波であっても平均

波高と目視波長を用いて規則波中での漂流速度と対応させると良い一致を示すことが分か

る。よって，不規則波中での漂流速度を推定にも規則波中での推定法を用いることが可能

であると考える。 

 

３．２ 浮体の漂流経路予測 

 

３．２．１ 漂流経路予測の現状 

 海上保安庁海洋情報部では漂流経路予測を業務として実施している。漂流予測にとって

最も基本的な情報は漂流現場の海流と潮流の速度である。漂流物は主に海流や潮流により

流される。風や波による漂流速度は海流や潮流の速度より小さい。海洋情報部で開発・運

用されている漂流経路予測プログラムは、警備救難部の救難マニュアル 15)に従って作成さ

れたもので、漂流速度成分として以下の 3成分が考慮されている。 

・海潮流による速度成分：Vs(kt) 
 海潮流による速度成分は、海洋情報部にて蓄積されている観測資料と、現場に到着した

巡視船の GEK、音波ログ等により与えられる。 

・風圧による速度成分：Ve(kt) 
 漂流物の水面上の投影面積(A)と水面下の投影面積(B)との比 A/B、ならびに風圧流係数

を用いて次式で与えられる。 

Vw
B
AVe 








=

0485.0
0680.0

             (8) 
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ここで、Vw は風速(m/sec)、風圧流係数は風圧中心の高い船舶等では 0.068、低い救命艇等

では 0.0485 である。漂流方向は風下方向を中心として±15 度の偏角を考える。 

・吹送流による速度成分：Vc(kt) 
 吹送流の速さは、現場の緯度・と風速 Vw を元に 

ϕsin/0245.0 VwVc =                 (9) 

で与えられる。方向はコリオリ力により風下方向から右に 45 度偏向する。 

 

３．２．２ 波による漂流速度の追加 

 本研究ではこれらの漂流速度成分に波による漂流速度成分を追加した。 

・波による漂流速度成分：Vv(kt) 

VV =
Dg
B

CW

CD

H1/ 3

1.6
+ 2π 2 g

k
1− e−2kd

2kd
H1/ 3

1.6λ
 
 
 

 
 
 

2

    (10) 

ここで、 は漂流物体の喫水、d H1/ 3は有義波高（H1/ 3 /1.6は平均波高）である。目視観測で
波周期Tが分かれば、波長は λ = T 2g /2πで求められる。なお、この式は(7)式で与えた全波
長域での漂流速度の推定式をベースに求めた式で、現場での使用を考えて(7)式中の積分を

近似式で与え、直接ノット単位の漂流速度を出力するように改めたものである。また、式

への入力値も観測者が直接求め安いものに改めた。 

 

３．２．３ 漂流予測計算例 

 図８に漂流予測計算例を示す。対象

は木材運搬船で、本船は平成 10 年 10

月 24 日 14 時 30 分頃、石垣島北方約

60 海里において航行不能となった。

25 日正午から午後 4 時までの 4 時間

の漂流予測結果を、実際の漂流経路と

比較して示す。25 日正午の時点で真

北から時計回りに 135°の方向に 1.4

ノットの海流があり漂流船はこの海

流に乗って流されるが、東から西へ

12.3m/s の風があるため、風圧流と吹

送流により西へ吹き流されている。海

流+風圧流+吹送流の予測結果は、実際

の漂流経路に近い経路を示している。

一方、風向きと同じ東から西へ伝播す

る波高 3.3m、波周期 7.5 秒の風浪が

あるため、波によっても西へ流される

ため、海流+風圧流+吹送流+波漂流の予測結果は、実際の漂流経路からかなり外れた方向を

与える結果となった。波による漂流速度成分を加えると、残念ながらこの例では予測精度

を低下させる結果になった。 

実際の漂流経路

海流 +風圧流 +吹送流

海流 +風圧流 +吹送流 +波漂流

波漂流

海流

24.9

24.95

25

25.05

25.1

123.95 124 124.05 124.1 124.15
東経

北
緯

図８ 漂流予測計算例 
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 ３．２．４ 考察 
 本研究で漂流経路予測システムに追加した波による漂流速度の推定式は、水槽実験結果

をよく説明できる式であり、理論的にも妥当なものであると考える。しかし、今回示した

漂流予測例では、実際の漂流経路からかえって外れる結果となった。この原因は今後海洋

情報部と共同で解明する必要があるが、現時点では次のような問題があると考える。 
現在の漂流経路予測システムは、波による漂流速度を陽に考慮せずに風による修正だけ

で観測結果と合うように調節しているため、風圧流や吹送流成分に波漂流成分が経験則と

して陰に含まれていると思われる。しかしこの方法では、風向と波向が異なる場合や微風

でうねりが卓越した海象下で波漂流成分を正しく推定できない。そこで、より合理的な予

測手法を開発するには風圧流や吹送流の成分から波による成分を分離し、成分毎に精度の

高い推定式を再構築する必要がある。また吹送流の成分については、それが自由表面の表

層にのみ存在することを勘案し、航行不能船舶等の喫水の深い巨大な浮体に対する適用方

法を再検討する必要があろう。 
 
４．まとめ 

最適曳航支援システム

は平成14年度に完成した

が、今後は本システムを

海上保安庁、民間のサル

ヴェージ会社等の協力を

得て実際の曳航現場で適

用し、その運用評価をす

ることが重要となる。評

価と同時に曳航を実施し

た際のデータができ上が

るので、それを蓄積する

ことにより曳航データベ

ースが構築できる。その

ためのプログラム整備も

同時に進める予定である。 

イントラネット

ＮＭＲＩ
海上技術安全研究所

ＯＴＳＳホストコンピュータ

海上保安庁
運用司令室

管区海上保安本部
運用司令室

巡視船

サルベージ会社

インターネット

ＯＴＳＳ　ｼﾐｭﾚー

漂流船舶の各種データを
ネットワークで共有

パスワード設定で利用者限定

イントラネット

ＮＭＲＩ
海上技術安全研究所

ＯＴＳＳホストコンピュータ

海上保安庁
運用司令室

管区海上保安本部
運用司令室

巡視船

サルベージ会社

インターネット

ＯＴＳＳ　ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ

漂流船舶の各種データを
ネットワークで共有

パスワード設定で利用者限定

図９ 最適曳航支援システムの将来構想 

さらに、運用評価によりプログラムが改善でき、実用化できればインターネットを利用

した曳航データ管理システムも検討したい(図 9参照)。 

また、漂流経路予測法に関する問題点を解決するには、予測システム全体の再調節が必

要になり、大幅な見直しが求められる。見直しには海上保安庁警備救難部の救難マニュア

ルの改訂作業も伴うため容易ではないが、海洋情報部では 2004 年度に大規模な漂流経路予

測システムの更新を計画しているとの事で、海上技術安全研究所でもこの更新に技術情報

の提供や、水槽試験データの提供を通じて協力する計画である。 
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